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(57)【要約】
【課題】コンパクトな走査型ファイバ・デバイスを提供
する。
【解決手段】走査型ファイバ・デバイスが開示される。
１つの態様において、走査型ファイバ・デバイスはアク
チュエータ・チューブを含むことができる。走査型ファ
イバ・デバイスはまた、光ファイバのカンチレバー自由
端部分を含むことができる。光ファイバのカンチレバー
自由端部分は、アクチュエータ・チューブに結合された
取付け端を有することができる。光ファイバのカンチレ
バー自由端部分はまた、アクチュエータ・チューブによ
って動かされる自由端を有することができる。光ファイ
バのカンチレバー自由端部分の長さの少なくとも一部分
は、アクチュエータ・チューブ内に配置することができ
る。走査型ファイバ・デバイスの使用方法も開示される
。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　走査型ファイバ内視鏡であって、
　前記走査型ファイバ内視鏡用の、長さが２０ミリメートル未満、厚さが５ミリメートル
未満のハウジングと、
　前記ハウジング内にあって、その遠位部分が前記ハウジングに物理的に結合されたアク
チュエータ・チューブと、
　前記ハウジング内にあり、前記アクチュエータ・チューブの近位部分に物理的に結合さ
れた取付け近位端と前記アクチュエータ・チューブによって動かされる自由遠位端とを有
し、その長さの少なくとも４分の１が前記アクチュエータ・チューブ内に配置される、光
ファイバのカンチレバー自由端部分と、
　前記カンチレバー自由端部分を通して方向付けられる光の光路内の前記ハウジングの透
明材料と、
を備えることを特徴とする走査型ファイバ内視鏡。
【請求項２】
　前記カンチレバー自由端部分の前記長さの実質的に全てが、前記アクチュエータ・チュ
ーブ内に配置されることを特徴とする、請求項１に記載の走査型ファイバ内視鏡。
【請求項３】
　前記自由遠位端は、前記アクチュエータ・チューブを超えて延びることを特徴とする、
請求項１に記載の走査型ファイバ内視鏡。
【請求項４】
　前記アクチュエータ・チューブはテーパ型であり、前記テーパ型アクチュエータ・チュ
ーブは、遠位端における第１の内径と近位端における第２の内径とを有し、前記第１の内
径は前記第２の内径より大きいことを特徴とする、請求項１に記載の走査型ファイバ内視
鏡。
【請求項５】
　請求項１に記載の前記アクチュエータ・チューブに、前記光ファイバの前記カンチレバ
ー自由端部分をその共振周波数のＱ値内で振動させるようにするステップを含むことを特
徴とする方法。
【請求項６】
　アクチュエータ・チューブと、
　前記アクチュエータ・チューブに結合された取付け端と該アクチュエータ・チューブに
よって動かされる自由端とを有する、光ファイバのカンチレバー自由端部分と、
を備え、
　前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分の長さの少なくとも一部分が、前記アク
チュエータ・チューブ内に配置される、
ことを特徴とする走査型ファイバ・デバイス。
【請求項７】
　前記長さの少なくとも４分の１が、前記アクチュエータ・チューブ内に配置されること
を特徴とする、請求項６に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項８】
　前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分の前記長さの実質的に全てが、前記アク
チュエータ・チューブ内に配置されることを特徴とする、請求項７に記載の走査型ファイ
バ・デバイス。
【請求項９】
　前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分の前記自由端は、前記アクチュエータ・
チューブを超えて延びることを特徴とする、請求項６に記載の走査型ファイバ・デバイス
。
【請求項１０】
　前記取付け端は、前記カンチレバー自由端部分の前記自由端から最も遠い前記アクチュ
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エータ・チューブの第１の部分に物理的に結合され、前記カンチレバー自由端部分の前記
自由端に最も近い前記アクチュエータ・チューブの第２の部分は、前記ハウジングに物理
的に結合されることを特徴とする、請求項６に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１１】
　前記アクチュエータ・チューブはテーパ型であることを特徴とする、請求項６に記載の
走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１２】
　前記アクチュエータ・チューブの遠位端における内側断面の長さは、前記アクチュエー
タ・チューブの近位端における内側断面の長さよりも長いことを特徴とする、請求項１１
に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１３】
　前記遠位端における前記長さは、前記近位端における前記長さより５０％乃至５００％
長いことを特徴とする、請求項１２に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１４】
　前記取付け端を前記アクチュエータ・チューブに物理的に結合するプラグをさらに備え
、該プラグは前記光ファイバを内部に含む穴を有することを特徴とする、請求項６に記載
の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１５】
　前記アクチュエータ・チューブはトランスデューサ・チューブを含むことを特徴とする
、請求項６に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１６】
　前記トランスデューサ・チューブは圧電チューブを含むことを特徴とする、請求項１５
に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１７】
　前記走査型ファイバ・デバイスは内視鏡を含み、
　前記内視鏡は、
　内部に前記アクチュエータ・チューブ及び前記カンチレバー自由端部分を有し、前記ア
クチュエータ・チューブに物理的に結合され、長さが２０ミリメートル未満、厚さが５ミ
リメートル未満のハウジングと、
　前記カンチレバー自由端部分を通して方向付けられる光の光路内の、前記ハウジングの
透明材料と、
　をさらに備える、
ことを特徴とする請求項６に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１８】
　請求項６に記載の前記アクチュエータ・チューブに、前記光ファイバの前記カンチレバ
ー自由端部分をその共振周波数のＱ値内で振動させるようにするステップを含むことを特
徴とする方法。
【請求項１９】
　請求項６に記載の前記走査型ファイバ・デバイスを患者に挿入するステップを含むこと
を特徴とする方法。
【請求項２０】
　走査型ファイバ・デバイスを使用する方法であって、
　前記走査型ファイバ・デバイスのアクチュエータ・チューブに電気信号を供給し、
　前記アクチュエータ・チューブに前記電気信号を供給するステップに応答して、前記走
査型ファイバ・デバイスの光ファイバのカンチレバー自由端部分の少なくとも一部分を前
記アクチュエータ・チューブ内で移動させ、
　前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分の自由端を通して光を方向付ける、
ステップを含むことを特徴とする方法。
【請求項２１】
　前記移動させるステップは、前記カンチレバー自由端部分の長さの少なくとも４分の１
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を前記アクチュエータ・チューブ内で移動させるステップを含むことを特徴とする、請求
項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記移動させるステップは、前記カンチレバー自由端部分の前記長さの実質的に全てを
前記アクチュエータ・チューブ内で移動させるステップを含むことを特徴とする、請求項
２１に記載の方法。
【請求項２３】
　前記アクチュエータ・チューブの端部を越えて延びる前記カンチレバー自由端部分の自
由先端部を移動させるステップをさらに含むことを特徴とする、請求項２０に記載の方法
。
【請求項２４】
　前記アクチュエータ・チューブの内径よりも大きい範囲にわたり前記光ファイバの前記
カンチレバー自由端部分の自由先端部を振動させるステップをさらに含むことを特徴とす
る、請求項２０に記載の方法。
【請求項２５】
　前記移動させるステップは、前記部分をテーパ型アクチュエータ・チューブ内で移動さ
せるステップを含み、前記テーパ型アクチュエータ・チューブは、前記自由端に最も近い
ところで最大の断面長さを有することを特徴とする、請求項２０に記載の方法。
【請求項２６】
　前記移動させるステップは、前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分をその共振
周波数のＱ値内で振動させるステップを含むことを特徴とする、請求項２０に記載の方法
。
【請求項２７】
　前記移動させるステップは、前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分を第１の共
振モードで振動させるステップを含むことを特徴とする、請求項２０に記載の方法。
【請求項２８】
　前記移動させるステップは、前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分を、螺旋走
査パターン、プロペラ走査パターン、ラスタ走査パターン、及びリサジュー走査パターン
から選択された走査パターンで移動させるステップを含むことを特徴とする、請求項２０
に記載の方法。
【請求項２９】
　前記走査型ファイバ・デバイスを患者に挿入するステップをさらに含むことを特徴とす
る、請求項２０に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、走査型ファイバ・デバイスに関する。具体的には、本発明の実施
形態は、光ファイバのカンチレバー自由端部分の少なくとも一部分がアクチュエータ・チ
ューブ内に配置される走査型ファイバ・デバイスに関し、並びにこのような走査型ファイ
バ・デバイスの製造及び使用方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　図１は、既知の走査型ファイバ・デバイス１００の側断面図である。走査型ファイバ・
デバイスはハウジング１０２を含む。ハウジング内には、圧電チューブ１０４が収められ
、取付けカラー１０６によってハウジングに取り付けられる。光ファイバ１０８の一部分
は、圧電チューブを通して挿入される。光ファイバのカンチレバー自由端部分１１０は、
ハウジング内にあり、圧電チューブの遠位端に取り付けられる。カンチレバー自由端部分
は可撓性であり、振動又は移動させることができる。圧電チューブはその上に電極１１２
を有する。ワイヤ１１４が電極に電気的に結合される。電極を駆動して、光ファイバのカ
ンチレバー自由端部分を１次元又は２次元的に振動又は別様に移動させるか又は走査する
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ことができる。
【０００３】
　断続線を用いて、光ファイバの自由端部分が移動できることを示す。光ファイバの移動
により、関心領域の画像を取得することができる。例えば、走査型ファイバ・デバイスは
、随意的なレンズ系を介して、走査パターン内の領域にわたって照射スポットを走査する
ことができる。例えば、１つ又はそれ以上の光ファイバ又は光検知器により、後方散乱光
を時系列で捕捉することができる。
【０００４】
　図示した走査型ファイバ・デバイスにおいては、光ファイバのカンチレバー自由端部分
は、圧電チューブの端部に取り付けられることに注意されたい。カンチレバー自由端部分
を圧電チューブの端部に取り付けることは、ハウジングの長さを特定の実施に望まれるよ
りも長くする必要があり得るという潜在的な欠点を有する可能性がある。具体的には、ハ
ウジングの長さは、圧電チューブの長さ（Ｌ１）に光ファイバのカンチレバー自由端部分
の長さ（Ｌ２）を加えた和よりも長くする必要がある可能性がある。これは、部分的には
、圧電チューブの長さと光ファイバのカンチレバー自由端部分の長さがエンドツーエンド
で一直線に並べられ、実質的に重ならないためである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　一般に、ハウジングは、内部のコンポーネントに対して十分な機械的保護を与えるよう
に比較的硬くする。特定の走査型ファイバ・デバイスの場合、例えば、操作性及び／又は
窮屈な領域へのデバイスの挿入を容易にするために、遠位端の硬いハウジングの長さを短
くする選択肢を有することが有益であり得る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、以下の説明及び本発明の実施形態を示すために用いられる添付の図面を参照
することによって、最も良く理解することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】既知の走査型ファイバ・デバイスの側断面図である。
【図２】本発明の実施形態による、光ファイバのカンチレバー自由端部分の実質的に全て
がアクチュエータ・チューブ内に配置される、例示的な走査型ファイバ・デバイスの側断
面図である。
【図３】本発明の実施形態による、光ファイバのカンチレバー自由端部分の少なくとも一
部分をアクチュエータ・チューブ内で移動させることを含む、走査型ファイバ・デバイス
の使用方法のブロック・フロー図である。
【図４】本発明の実施形態による、適切な螺旋走査パターンの一例を示す。
【図５】本発明の実施形態による、光ファイバをその共振周波数のＱ値内で振動又は移動
させることを示す。
【図６】本発明の実施形態による、光ファイバのカンチレバー自由端部分の自由端がアク
チュエータ・チューブの端部を越えて延びる、別の例示的な走査型ファイバ・デバイスの
側断面図である。
【図７】本発明の実施形態による、テーパ型アクチュエータ・チューブを有する、例示的
な走査型ファイバ・デバイスの側断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下の説明において、多くの特定の細部が示される。しかしながら、本発明の実施形態
はこれらの特定の細部を用いずに実施できることが理解される。他の例では、周知の回路
、構造体及び技術は、この説明の理解を不明瞭にしないように詳細には示されていない。
【０００９】
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　図２は、本発明の実施形態による、例示的な走査型ファイバ・デバイス２２０の側断面
図である。走査型ファイバ・デバイスは、アクチュエータ・チューブ２２５、及び光ファ
イバ２３５のカンチレバー自由端部分２３０を含む。光ファイバのカンチレバー自由端部
分は、アクチュエータ・チューブに結合された取付け端２４０、及びアクチュエータ・チ
ューブによって動かされる自由端又は先端部２４５を有する。図示したように、本発明の
実施形態においては、光ファイバのカンチレバー自由端部分の長さの少なくとも一部分は
、アクチュエータ・チューブ内に配置され、アクチュエータ・チューブ内で振動又は移動
することができる。この特定の例示的な走査型ファイバ・デバイスに示したように、本発
明の実施形態においては、光ファイバのカンチレバー自由端部分の長さの実質的に全てを
アクチュエータ・チューブ内に配置することができるが、このことは必須ではない。
【００１０】
　本発明の種々の実施形態において、走査型ファイバ・デバイスは、走査型ファイバ内視
鏡、走査型ファイバ・ボロスコープ、走査型ファイバ顕微鏡、又は他のタイプの走査型フ
ァイバ・スコープ、走査型ファイバ・バーコード・リーダー、走査型ファイバ画像表示デ
バイス、又は当技術分野で既知の他の走査型ファイバ画像取得及び／又は表示デバイスの
形態をとることができる。周知のように、内視鏡は、患者に挿入され、身体の管腔又は腔
の内部を調べ、或いは別様に患者の内部を調べるのに用いることができる器具又はデバイ
スである。通常、用語「内部の」が省略され、「スコープ」と組み合された身体の管腔又
は腔が、特定のタイプの器具を指すのに用いられる。適切なタイプの走査型ファイバ内視
鏡の例には、それらに限定されないが、気管支鏡、結腸鏡、胃鏡、十二指腸鏡、Ｓ状結腸
鏡、押込み直腸鏡、総胆管鏡、膀胱鏡、子宮鏡、喉頭鏡、鼻喉頭鏡、胸腔鏡、尿管鏡、関
節鏡、腹腔鏡、腎臓鏡、耳鏡、鼻腔鏡、及びボロスコープが含まれる。内視鏡は、本明細
書においては単に「スコープ」と呼ぶこともできる。
【００１１】
　走査型ファイバ・デバイスはまた、ハウジング２５０を有する。ハウジングは、筐体の
材料又はデバイスを表すことができる。前述のように、幾つかの実施において、ハウジン
グは、例えば、内部のコンポーネントに対して十分な機械的保護を与えるために、比較的
硬くする傾向があり得る。例えば、患者に挿入される内視鏡又は他のデバイスの場合のよ
うな幾つかの実施においては、ハウジングを密封することができるが、これは、他の実施
においては必要ではない。
【００１２】
　ハウジング内には、アクチュエータ・チューブ２２５が配置される。アクチュエータ・
チューブは、本明細書においては、一般には電気的な印加信号に応答して、後述の光ファ
イバのカンチレバー自由端部分を作動又は移動させることができる広い意味でのチューブ
であると解釈されたい。このチューブは、内部に光ファイバの少なくとも一部分を有する
中空の一般には細長い本体とすることができる。一般に、このチューブは円形の断面を有
することができるが、楕円形又は多角形の断面も場合によっては適切である。幾つかの実
施形態において、このチューブは円筒形とすることができるが、他の実施形態においては
、テーパ型或いは円錐形とすることができる。
【００１３】
　本発明の実施形態において、アクチュエータ・チューブは、トランスデューサ・チュー
ブを含むことができる。適切なトランスデューサ・チューブの例には、それらに限定され
ないが、圧電チューブ、電気活性ポリマー（ＥＡＰ）チューブ、及び、光ファイバのカン
チレバー自由端部分を作動又は移動させることができる他のトランスヂューサ材料のチュ
ーブが含まれる。適切なアクチュエータ・チューブの別の例は、必ずしもトランスデュー
サ型ではないが、例えば、１つ又はそれ以上の微小電気機械システム（ＭＥＭＳ）によっ
て、或いは別の作動又はトランスデューサ型材料若しくはデバイスによって、或いは印加
電界によってのように、他のコンポーネントによって作動させることができる材料のチュ
ーブである。適切な圧電チューブの例は、それらに限定されないが、ニュージャージー州
、フェアフィールド所在のＭｏｒｇａｎ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｃｅｒａｍｉｃｓ　Ｓａ
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ｌｅｓ、カナダ、オンタリオ州、コリングズウッド所在のＳｅｎｓｏｒ　Ｔｅｃｈｎｏｌ
ｏｇｙ　Ｌｔｄ．及びマサチューセッツ州、オーバーン所在のＰＩ（Ｐｈｙｓｉｋ　Ｉｎ
ｓｔｒｕｍｅｎｔｅ）Ｌ．Ｐ．を含む幾つかの供給元から市販されている。
【００１４】
　ハウジング内にはまた、光ファイバ２３５のカンチレバー自由端部分２３０が配置され
る。カンチレバー自由端部分は、取付け近位端２４０と、自由遠位端又は先端部２４５と
を有する。光ファイバの自由遠位端又は先端部は、物理的に結合されておらず、アクチュ
エータ・チューブによって自由に動かされる。
【００１５】
　「近位」という用語は、本明細書においては、走査型ファイバ・デバイスの図示されて
いない通常の部分２５５に最も近くなるデバイス又はそのコンポーネントの側（図の左側
）を指すのに用いられる。例として、内視鏡の場合は、通常の部分は、光源及びアクチュ
エータ・チューブ用駆動電子回路を有するベース・ステーションへのケーブル及びコネク
タを含むことができる。代替的に、別の例として、光源及び駆動電子回路並びに他の隋意
的な通常のコンポーネントは、ハウジング内に直接組み込むことができる。「遠位」とい
う用語は、本明細書においては、画像が取得され又は表示される表面に最も近くなるデバ
イス又はそのコンポーネントの側（図の右側）を指すのに用いられる。
【００１６】
　取付け近位端は、アクチュエータ・チューブに物理的に結合される。図示したように、
１つ又はそれ以上の実施形態において、取付け近位端は、アクチュエータ・チューブの近
位端又は近位部分と物理的に結合させることができる。この物理的結合は、取付け端をア
クチュエータ・チューブの近位端又は近位部分に、それらが一緒に動くように固着又は堅
固に固定させる助けとなり得る。取付け端は、図示したように取付け端の右に水平方向に
突き出るカンチレバー自由端部分を支持する。
【００１７】
　１つ又はそれ以上の実施形態において、取付け端は、随意的に１つ又はそれ以上の介在
するコンポーネント２６０を介してアクチュエータ・チューブに物理的に結合することが
できるが、このことは必須ではない。例えば、リング型プラグを用いて、取付け端をアク
チュエータ・チューブに物理的に結合することができる。リング型プラグは、光ファイバ
を内部に挿入する中央の穴を有することができる。随意的に、接着剤を用いて、穴の中に
光ファイバを付着させることができる。別の例としては、接着剤のビードのみを用いて、
取付け端をアクチュエータ・チューブに結合することができる。代替的に、アクチュエー
タ・チューブは、光ファイバを内部に挿入する穴を有する閉鎖端を有することができる。
必要であれば、随意の接着剤を用いて、アクチュエータ・チューブの閉鎖端において穴の
中に光ファイバを付着させることができる。
【００１８】
　明瞭に図示したように、光ファイバのカンチレバー自由端部分２３０の長さの少なくと
も一部分は、アクチュエータ・チューブ２２５の内部に配置される。図示したように、本
発明の実施形態においては、カンチレバー自由端部分の長さの実質的に全て（その自由遠
位端又は先端部を含む）をアクチュエータ・チューブ内に配置することができるが、この
ことは必須ではない。本明細書において用いられるように、カンチレバー自由端部分の長
さの実質的に全てがアクチュエータ・チューブ内に配置されるのは、カンチレバー自由端
部分の長さの少なくとも９５％がアクチュエータ・チューブ内に配置されるときである。
【００１９】
　この構成において、アクチュエータ・チューブの長さと、アクチュエータ・チューブ内
に配置された光ファイバのカンチレバー自由端部分の長さは、重なるか又は同延である。
これは、図１の構成とは対照的であり、図１では、カンチレバー自由端部分の実質的に全
てが、圧電チューブの外部にあり、圧電チューブの長さとカンチレバー自由端部分の全体
の長さとが、エンドツーエンドで一直線に並ぶので重ならない。光ファイバのカンチレバ
ー自由端部分の少なくとも一部分をアクチュエータ・チューブ内に配置することの潜在的
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な利点は、ハウジングの長さを、アクチュエータ・チューブの長さにカンチレバー自由端
部分の長さを加えた和よりも長くする必要がないことである。むしろ、ハウジングの長さ
は、随意に及び場合により有意に短くすることができる。具体的には、ハウジングの長さ
は、アクチュエータ・チューブ内に配置された光ファイバのカンチレバー自由端部分の長
さに近づく長さまで短くすることができる。前述のように、特定の走査型ファイバ内視鏡
及び特定の他の走査型ファイバ・デバイスの場合には、例えば、デバイスの操作性及び／
又は窮屈な領域内への挿入を容易にするために、遠位端におけるハウジングの長さを短く
することは有利となり得る。
【００２０】
　ハウジングのサイズ及び形状は走査型ファイバ・デバイスがとる特定の形態に応じて相
当に変わり得るので、本発明の実施形態は何れかの特定のサイズ及び形状には限定されな
いことを認識されたい。幾つかの実施形態においては、ハウジングの長さを短くして、光
ファイバのカンチレバー自由端部分の少なくとも一部をアクチュエータ・チューブ内に配
置することの利点を利用することができるのは事実であるが、他の実施形態においては、
ハウジングの長さを短くする必要性又は利点がない可能性がある。光ファイバのカンチレ
バー自由端部分の少なくとも一部分をアクチュエータ・チューブ内に配置すると、ハウジ
ングの長さを短くすることの他に、他の潜在的な利益、例えば、カンチレバー自由端部分
の良好な断熱、カンチレバー自由端部分を取り付けるのに用いられる接着剤の良好な断熱
、カンチレバー自由端部分の良好な機械的保護、又はカンチレバー自由端部分の良好な作
動、などがもたらされる可能性がある。
【００２１】
　再度、図２を参照すると、アクチュエータ・チューブは、ハウジングに物理的に結合さ
れる。本発明の１つ又はそれ以上の実施形態において、アクチュエータ・チューブは、１
つ又はそれ以上の介在するデバイス又はコンポーネント２６５によってハウジングに結合
させることができる。例えば、本発明の実施形態において、取付けカラーを用いて、アク
チュエータ・チューブをハウジングに結合させることができる。取付けカラーは、例えば
、金属、セラミック、ガラス、又はプラスチックのリングのようなリングを含むことがで
きる。摩擦、接着剤、はんだ付け、溶融ガラス接合、又は当技術分野で既知の他の留め具
を用いて、アクチュエータ・チューブをカラーに、及び／又はカラーをハウジングに結合
させることができる。別の選択肢として、アクチュエータ・チューブは、取付けカラーの
代わりにリップ又はリッジを有することができ、随意に、摩擦、接着剤、はんだ付け、溶
融ガラス接合、又は当技術分野で既知の他の留め具を用いて、リップ又はリッジをハウジ
ングに結合させることができる。
【００２２】
　図示したように、アクチュエータ・チューブは、その遠位端又は遠位部分においてハウ
ジングに物理的に結合させることができる。アクチュエータ・チューブの遠位端又は遠位
部分は、光ファイバの自由端又は先端部に最も近く、取付け端から最も遠い。アクチュエ
ータ・チューブの遠位端又は部分をハウジングに結合すると、取付け端が結合されている
アクチュエータ・チューブの近位端又は部分は、最大の変位又は移動をすることが可能と
なり得る。このことは、光ファイバのカンチレバー自由端部分を移動又は振動させるのに
必要な電圧又はエネルギー量を減少させるのに役立ち得る。走査型ファイバ・デバイスは
、１つ又はそれ以上のワイヤ、トレース、又は他の導電性経路２６７を含むことができ、
この導電性経路がアクチュエータ・チューブに電気的に結合された遠位端を有して電気信
号をアクチュエータ・チューブに供給し、アクチュエータ・チューブに光ファイバのカン
チレバー自由端部分を移動させる。
【００２３】
　再度、図２を参照すると、ハウジングは、光ファイバのカンチレバー自由端部分を通し
て方向付けられる光の光路内に透明部分２６８を含む。一般に、透明部分は１つ又はそれ
以上のレンズ（例えば、レンズ系）を含んで、自由遠位端又は先端部を通して方向付けら
れる光を合焦する助けとなり得るが、本発明の範囲は、それに限定されない。
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【００２４】
　画像取得デバイスの場合、光は、表面の画像を取得するのに用いることができるビーム
又は照射スポットとして自由遠位端又は先端部から放射することができる。このような画
像取得デバイスに対して、本発明の１つ又はそれ以上の実施形態においては、１つ又はそ
れ以上の光ファイバ（図示せず）を、図示した光ファイバと概ね位置合せして、ハウジン
グの外側の周囲に取り付けることができる。この１つ又はそれ以上の光ファイバは、表面
からの後方散乱光を捕捉し、この後方散乱光を通常のコンポーネント２５５内の１つ又は
それ以上の光検出器に伝達することができる。代替的に、１つ又はそれ以上の光検出器を
遠位端に含めて後方散乱光を検出することができる。
【００２５】
　図３は、本発明の実施形態による、走査型ファイバ・デバイスの使用方法３７０のブロ
ック・フロー図である。ブロック３７１において、例えば、前述の１つ又はそれ以上の導
電性経路を介して、電気信号を走査型ファイバ・デバイスのアクチュエータ・チューブに
供給することができる。
【００２６】
　電気信号をアクチュエータ・チューブに供給するのに応答して、アクチュエータ・チュ
ーブは、カンチレバー自由端部分を作動又は移動させることができる。ブロック３７２に
おいて、光ファイバのカンチレバー自由端部分の少なくとも一部分は、アクチュエータ・
チューブ内で振動又は別様に移動することができる。例として、図２において断続線を用
いて、光ファイバのカンチレバー自由端部分がアクチュエータ・チューブ内で移動できる
ことを示し、その移動の結果として光ファイバのカンチレバー自由端部分の可能な交互の
位置を示す。
【００２７】
　本発明の実施形態において、光ファイバのカンチレバー自由端部分は、アクチュエータ
・チューブによって２次元の走査パターンで移動させることができる。適切な走査パター
ンは、それらに限定されないが、楕円、円、螺旋、プロペラ・パターン、及びこれらの組
合せのような放射状走査パターン、並びに、ラスタ走査パターン、リサジュー走査パター
ン、及びこれらの組合せのような非放射状パターンを含む。図４は、本発明の実施形態に
よる、適切な螺旋走査パターンの一例を示す。螺旋走査パターンは、走査中に光ファイバ
の自由遠位先端部が辿る種々異なる位置、及び／又は走査型ビーム・デバイスの場合には
、走査中に自由遠位先端部の端部から放射されるビーム又は照射スポットの表面上の位置
を表すことができる。１つの点を用いて瞬間的な時間の位置を示す。
【００２８】
　光ファイバは種々の周波数で振動又は移動させることができるが、本発明の実施形態に
おいては、光ファイバは、その機械的又は振動的共振周波数（又はその高調波）のうちの
１つの近くで、或いはその機械的又は振動的共振周波数（又はその高調波）のうちの１つ
のＱ値内で振動又は移動させることができる。図５は、本発明の実施形態による、光ファ
イバをその共振周波数のＱ値内で振動又は移動させて、機械的な増幅を得ることを示す。
周波数がｘ軸にプロットされ、これに対する変位がｙ軸にプロットされる。説明図におい
て、変位は、光ファイバの最大変位が共振周波数で起る相対的にガウス型の周波数依存性
を有するように示される。実際には、このようなガウス型依存性からの著しいずれがあり
得るが、変位は、依然として典型的には共振周波数でピークに達する。曲線の幅に対する
曲線の高さの比が、所謂共振系の「Ｑ値」である。共振周波数のＱ値内で光ファイバを振
動又は移動させることは、走査を実行するのに必要なエネルギーを減少させ、及び／又は
同じ駆動信号に対してより大きな変位を可能にするのに役立ち得る。
【００２９】
　光ファイバの移動を用いて画像を構成することができる。ブロック３７３において、走
査中に光ファイバのカンチレバー自由端部分を振動又は移動させながら、光を、光ファイ
バのカンチレバー自由端部分の自由遠位端を通して方向付けることができる。画像の構成
は、ある表面上に画像を表示すること及び／又は表面の画像を取得することを含むことが
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できる。表面上に画像を表示又は形成する際には、光ファイバの端部から放射された光を
、走査中にピクセル位置に応じて調整し、レンズ系を通して所望の画像を表面上に形成す
ることができる。表面の画像を取得する際には、走査型ファイバ・デバイスは、レンズ系
を通して走査内の表面にわたって照射スポットを走査することができる。後方散乱光は、
例えば、１つ又はそれ以上の光ファイバ又はフォト検出器によって時系列で捕捉すること
ができる。
【００３０】
　再度、図２を参照すると、断続線で示すように、第１の共振モードで振動するとき、自
由遠位端又は先端部は、最大の変位を有することができる。所望の走査ズーム又は大きさ
を達成するために、自由遠位端又は先端部のある特定量の変位が必要となる可能性がある
。この所望の走査ズーム又は大きさを達成するために、カンチレバー自由端部分は、ある
特定の最小の長さを有する必要があり得る。図１の構成を用いる場合には、カンチレバー
自由端部分とアクチュエータ・チューブの組み立てられた状態での長さは、一般にそれら
個々の長さの各々の和よりも大きい。しかしながら、図２の構成を用いる場合には、所望
の走査ズーム又は大きさを達成するのに必要な光ファイバの最小の長さの少なくとも一部
分又は全てをアクチュエータ・チューブ内で振動させることができ、アクチュエータ・チ
ューブと長さを同延にすることができる。有利なことに、この後者の構成は、同じレベル
の走査ズーム又は大きさ（例えば、自由遠位端又は先端部の同じ変位量）を、カンチレバ
ー自由端部分とアクチュエータ・チューブの組み立てられた状態での著しく短い長さ及び
／又は著しく短いハウジングによって達成することを可能にすることができる。さらに、
光ファイバのカンチレバー自由端部分は、代替的に、第２の共振モードで振動させること
ができ、このモードは、一般に、所望の走査ズーム又は大きさを得るのに必要な最小の長
さを大きくして、図２の構成をさらにより有利なものにする。
【００３１】
　ここで、光ファイバのカンチレバー自由端部分の実質的に全てがアクチュエータ・チュ
ーブ内に配置され、第１の共振モードで振動する場合（自由遠位端又は先端部が最大の変
位を有する場合）には、アクチュエータ・チューブの内径は、所望の走査ズーム又は大き
さに対して、自由遠位端又は先端部の全変位又は振れを収容するのに十分大きくする必要
があり得る。しかしながら、本発明の実施形態においては、光ファイバのカンチレバー自
由端部分の遠位端部分は、自由遠位端部又は先端部を含むが、アクチュエータ・チューブ
の遠位端を越えて延びることができる。
【００３２】
　図６は、別の例示的な走査型ファイバ・デバイス６２０の側断面図であり、本発明の実
施形態による、光ファイバ６３５のカンチレバー自由端部分６３０の自由遠位端部分６７
６がアクチュエータ・チューブ６２５の端部を越えて延びている。この走査型ファイバ・
デバイスは、ハウジング６５０、アクチュエータ・チューブ６２５、光ファイバ６３５の
カンチレバー自由端部分６３０、リング型プラグ又は他の物理的結合デバイス若しくはコ
ンポーネント６６０、取付けカラー又は他の物理的結合デバイス若しくはコンポーネント
６６５、１つ又はそれ以上の導電性経路６６７、及びハウジングの透明部分６６８を含む
。光ファイバのカンチレバー自由端部分は、取付け端６４０、及び自由遠位端又は先端部
６４５を有する。特に指定のない限り、これらのコンポーネントは、随意的に、図２の走
査型ファイバ・デバイス２２０の対応するコンポーネントの特徴の幾つか又は全てを有す
ることができる。特定の概念を不明瞭にするのを避けるために、以下の説明は、主にこの
例示的な走査型ファイバ・デバイス６２０の種々の及び／又は付加的な構造体及び特徴に
重点を置く。
【００３３】
　図示したように、本発明の実施形態において、光ファイバのカンチレバー自由端部分の
長さの近位部分６７５は、アクチュエータ・チューブ内に配置することができ、アクチュ
エータ・チューブ内で振動又は移動することができる。図示したデバイスにおいては、カ
ンチレバー自由端部分の半分より僅かに大きい部分がアクチュエータ・チューブ内に配置
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されるが、このことは必須ではない。代替的な実施形態においては、カンチレバー自由端
部分のより大きな又はより小さな部分をアクチュエータ・チューブ内に配置することがで
きる。例えば、本発明の種々の実施形態において、カンチレバー自由端部分の長さの、少
なくとも１０分の１、少なくとも４分の１、又は少なくとも２分の１であるが、実質的に
全てではない部分をアクチュエータ・チューブ内に配置することができる。前述のように
、カンチレバー自由端部分の長さの少なくとも一部分をアクチュエータ・チューブ内に配
置することは、組み立てられた状態でアクチュエータ・チューブにカンチレバー自由端部
分を加えた全長を減らすのに役立つことになる。
【００３４】
　さらに図示したように、本発明の実施形態において、光ファイバのカンチレバー自由端
部分の遠位端部分６７６は、アクチュエータ・チューブ６２５の遠位端を越えて延びるこ
とができる。同様に、自由遠位端又は先端部６４５は、アクチュエータ・チューブを超え
て延びることができる。
【００３５】
　アクチュエータ・チューブを超えて遠位端部分を延ばすと、随意的かつ可能的に、アク
チュエータ・チューブの直径を減らすことが可能になり得る。断続線を用いて、光ファイ
バのカンチレバー自由端部分の移動の結果としての可能な交互位置を示す。図示したよう
に、近位部分は、アクチュエータ・チューブ内で振動又は移動することができ、一方、自
由遠位端又は先端部を含む遠位端部分は、アクチュエータ・チューブの外で振動又は移動
することができる。第１の共振モードにおいて、自由遠位端又は先端部の移動は、アクチ
ュエータ・チューブの内径又は他の断面寸法（ＩＤ）より大きい範囲又は長さ（Ｌ）で移
動又は振らせることができることに留意されたい。アクチュエータ・チューブの内径又は
断面寸法は、自由遠位端又は先端部の全振れ又は変位を収容するのに十分に大きくする必
要はない。このように、遠位端部分がアクチュエータ・チューブを超えて延びることを可
能にすると、随意的かつ可能的に、より小さい直径又は断面のアクチュエータ・チューブ
を用いることが可能になり、このことは、デバイス寸法を減少させ、及び／又は所与の走
査ズーム又は大きさに対してより低い電圧を用いてファイバを走査することを可能にする
のに役立ち得る。
【００３６】
　より小さい直径のアクチュエータ・チューブは、より大きい直径のアクチュエータ・チ
ューブよりも、同じ駆動電圧に対してより大きな変位を生じることが容易であり、このこ
とは、アクチュエータ・チューブを駆動するのに用いられる電子回路を単純化することを
容易にし得る。しかしながら、光ファイバのカンチレバー自由端部分の少なくとも一部分
を円筒型アクチュエータ・チューブ内で振動又は移動させる場合には、円筒型アクチュエ
ータ・チューブの直径又は他の断面寸法は、光ファイバのカンチレバー自由端部分の一部
分の振動又は運動を内部に収容するのに十分大きくする必要があり得る。このことは、円
筒型アクチュエータ・チューブの直径又は他の断面寸法を望ましい大きさよりも大きくす
る可能性がある。本発明の１つ又はそれ以上の実施形態において、随意的に、テーパ型ア
クチュエータ・チューブを用いて、取付け近位端においてより小さい直径又は断面寸法を
与え、同じ駆動電圧に対してより大きなファイバ変位をもたらし、そして、自由遠位端に
おいてより大きい直径又は断面寸法を与え、ファイバ移動のためのより広いスペースをも
たらすことができる。
【００３７】
　図７は、本発明の実施形態による、テーパ型アクチュエータ・チューブ７２５を有する
、例示的な走査型ファイバ・デバイス７２０の側断面図である。この走査型ファイバ・デ
バイスは、ハウジング７５０、テーパ型アクチュエータ・チューブ７２５、光ファイバ７
３５のカンチレバー自由端部分７３０、接着剤のビード又は他の物理的結合デバイス若し
くはコンポーネント７６０、取付けカラー又は他の物理的結合デバイス若しくはコンポー
ネント７６５、１つ又はそれ以上の導電性経路７６７、及びハウジングの透明部分７６８
を含む。光ファイバのカンチレバー自由端部分は、取付け端７４０及び自由遠位端又は先
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端部７４５を有する。特に指定のない限り、これらのコンポーネントは、随意的に、図２
に示した走査型ファイバ・デバイス２２０の、対応して命名されたコンポーネントの特徴
の幾つか又は全てを有することができる。特定の概念を不明瞭にすることを避けるために
、以下の説明は、主に例示的な走査型ファイバ・デバイス７２０の種々の及び／又は付加
的な構造及び特徴に重点を置く。
【００３８】
　テーパ型アクチュエータ・チューブはテーパ加工され、直径又は断面が一端部に向かっ
て次第に小さくなる。具体的には、図に見られるように、テーパ型アクチュエータ・チュ
ーブは、直径又は断面が右の遠位側から左の近位側に向って次第に小さくなる。例として
、テーパ型圧電チューブは、成形又は微細機械加工によって作ることができる。
【００３９】
　テーパ型アクチュエータ・チューブは、第１の内径又は他の断面寸法（ＩＤ１）を遠位
端で有し、第２の内径又は他の内側断面寸法（ＩＤ２）を近位端で有する。第１及び第２
の内径は、実質的に異なるものとすることができる。本明細書において用いられる第１及
び第２の直径は、それらが１０％より大きく異なる場合に実質的に異なるものとすること
ができる。具体的には、光ファイバのカンチレバー自由端部分の移動がより大きな遠位端
における第１の内径は、光ファイバのカンチレバー自由端部分が取り付けられる近位端に
おける第２の内径よりも大きくすることができる。
【００４０】
　第１及び第２の内径は、様々な量だけ異なるものとすることができる。典型的には、遠
位端における第１の内径は、近位端における第２の内径より約１０％乃至１０００％大き
くすることができる。一般に、第１の内径は、第２の内径より約５０％乃至５００％大き
くすることができる。特定の実施形態において、第１の内径は、第２の内径よりより約５
０％乃至３００％大きくすることができる。１つの特定の実施形態において、第１の内径
は、第２の内径の約２倍の大きさにすることができる。
【００４１】
　一般に、テーパ型アクチュエータ・チューブは、切頭中空円錐形状を有することができ
るが、このことは必須ではない。切頭楕円ベースの中空円錐又は切頭多角形ベースのピラ
ミッドも、場合によっては適切である。
【００４２】
　テーパ型アクチュエータ・チューブの別の可能性のある利点は、光ファイバのカンチレ
バー自由端部分の物理的結合又は取付けにあり得る。テーパ型アクチュエータ・チューブ
の近位端における相対的に小さい内径又は他の断面寸法は、接着剤によるアクチュエータ
・チューブと取付け端の物理的結合を容易にするのに役立ち得る。相対的に小さい内径又
は断面はまた、アクチュエータ・チューブの開口部内での光ファイバの正確なセンタリン
グを容易にするのに役立ち得る。
【００４３】
　走査型ファイバ・デバイスの図示した例においては、光ファイバのカンチレバー自由端
部分の実質的に全て（その自由遠位端又は先端部を含む）が、テーパ型アクチュエータ・
チューブ内に配置されるが、このことは必須ではない。しかしながら、代替的な実施形態
においては、光ファイバのカンチレバー自由端部分の遠位端部分は、前述のように、テー
パ型アクチュエータ・チューブの遠位端を越えて延びることができることを認識されたい
。
【００４４】
　本説明及び特許請求の範囲において、「結合された」及び「接続された」という用語並
びにそれらの派生語が用いられる。特に指定のない限り、これらの用語は、互いに同義語
として意図されたものではない。むしろ、「接続された」とは、２つ又はそれ以上の要素
が互いに直接物理的又は電気的に接触することを示すために用いることができる。「結合
された」とは、２つ又はそれ以上の要素が直接物理的又は電気的に接触することを意味す
ることができる。しかしながら、「結合された」はまた、２つ又はそれ以上の要素が互い
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に直接に接触しないが、それでもなお互いに物理的、電気的又は光学的に協働する又は相
互作用することを意味することもできる。例えば、光ファイバのカンチレバー自由端部分
は、リング型プラグ及び／又は接着剤、或いは他の介在するデバイス及び／又はコンポー
ネントによってアクチュエータ・チューブと結合することができる。
【００４５】
　本説明及び特許請求の範囲において、特に指定のない限り、「走査型ファイバ・デバイ
ス」における「走査型」という用語等は、デバイスが使用中であるか、又は現在走査プロ
セス中であることを、特に指定のない限り意味するものではない。むしろ、この「走査型
」という用語は、単にデバイスが走査する機能を有することを意味する。
【００４６】
　上の説明においては、説明の目的で、本発明の実施形態の完全な理解を与えるために多
数の特定の細部を示した。説明された特定の実施形態は、本発明を限定するために与えら
れるものではなく、それを例示するために与えられるものである。これらの特定の細部の
幾つかを用いずに実施形態を実施することができる。さらに、例えば、実施形態のコンポ
ーネントの、サイズ、形状、構成、形態、機能、材料及び動作方法、並びに組立て及び使
用方法に対するような修正を、本明細書で開示された実施形態に加えることができる。図
面に示され、本明細書において説明されたのと等価な全ての関係が、本発明の実施形態の
中に含まれる。本発明の範囲は、以上に与えられた特定の実施例によってではなく、以下
の特許請求の範囲によって定められる。さらに、適切と考えられる場合には、参照符号の
末尾部分を図面の間で繰返して、随意に同じ特性を有することができる対応する又は類似
の要素を示した。
【００４７】
　また本明細書全体にわたる、例えば、「１つの実施形態」、「一実施形態」又は「１つ
又はそれ以上の実施形態」に対する言及は、特定の特徴を本発明の実施に含めることがで
きることを意味することを認識されたい。同様に、本開示を簡素化し、本発明の種々の態
様の理解を助ける目的で、本説明において、場合により種々の特徴が、単一の実施形態、
図面、又はその説明に集められていることを認識されたい。しかしながら、この開示の方
法は、本発明が各々の請求項において明白に記述されるよりも多くの特徴を必要とすると
いう意図を反映するものと解釈すべきではない。むしろ、以下の特許請求の範囲が記述す
るように、本発明の態様は、単一の開示された実施形態の特徴の全てよりは少ない中にあ
り得る。従って、「発明を実施するための形態」に続く特許請求の範囲は、本明細書では
「発明を実施するための形態」に明白に組み入れられ、各々の請求項は、本発明の別々の
実施形態としてそれ自体で成立するものである。
【符号の説明】
【００４８】
１００：走査型ファイバ・デバイス
１０２：ハウジング
１０４：圧電チューブ
１０６：取付けカラー
１０８：光ファイバ
１１０：カンチレバー自由端部分
１１２：電極
１１４：ワイヤ
２２０、６２０、７２０：走査型ファイバ・デバイス
２２５、６２５、７２５：アクチュエータ・チューブ
２３０、６３０、７３０：カンチレバー自由端部分
２３５、６３５、７３５：光ファイバ
２４０、６４０、７４０：取付け端
２４５、６４５、７４５：自由遠位端又は先端部
２５０、６５０、７５０：ハウジング
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２５５：通常の部分
２６０：介在コンポーネント
２６７、６６７、７６７：導電性経路
２６５、６６５、７６５：取付けカラー
２６８、６６８、７６８：ハウジングの透明部分
３７０：方法
６６０：リング型プラグ
６７５：近位部分
６７６：自由遠位端部分
７６０：接着剤のビード

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】 【図７】
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【手続補正書】
【提出日】平成21年12月9日(2009.12.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクチュエータ・チューブと、
　前記アクチュエータ・チューブに結合された取付け端と該アクチュエータ・チューブに
よって動かされる自由端とを有する、光ファイバのカンチレバー自由端部分と、
を備え、
　前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分の長さの少なくとも一部分が、前記アク
チュエータ・チューブ内に配置される、
ことを特徴とする走査型ファイバ・デバイス。
【請求項２】
　前記長さの少なくとも４分の１が、前記アクチュエータ・チューブ内に配置されること
を特徴とする、請求項１に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項３】
　前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分の前記長さの実質的に全てが、前記アク
チュエータ・チューブ内に配置されることを特徴とする、請求項２に記載の走査型ファイ
バ・デバイス。
【請求項４】
　前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分の前記自由端は、前記アクチュエータ・
チューブを超えて延びることを特徴とする、請求項１に記載の走査型ファイバ・デバイス
。
【請求項５】
　前記取付け端は、前記カンチレバー自由端部分の前記自由端から最も遠い前記アクチュ
エータ・チューブの第１の部分に物理的に結合され、前記カンチレバー自由端部分の前記
自由端に最も近い前記アクチュエータ・チューブの第２の部分は、前記ハウジングに物理
的に結合されることを特徴とする、請求項１に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項６】
　前記アクチュエータ・チューブはテーパ型であり、前記アクチュエータ・チューブの遠
位端における内側断面の長さは、前記アクチュエータ・チューブの近位端における内側断
面の長さよりも長いことを特徴とする、請求項１に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項７】
　前記取付け端を前記アクチュエータ・チューブに物理的に結合するプラグをさらに備え
、該プラグは前記光ファイバを内部に含む穴を有することを特徴とする、請求項１に記載
の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項８】
　前記トランスデューサ・チューブは圧電チューブを含むことを特徴とする、請求項１に
記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項９】
　前記走査型ファイバ・デバイスは内視鏡を含み、
　前記内視鏡は、
　内部に前記アクチュエータ・チューブ及び前記カンチレバー自由端部分を有し、前記ア
クチュエータ・チューブに物理的に結合され、長さが２０ミリメートル未満、厚さが５ミ
リメートル未満のハウジングと、
　前記カンチレバー自由端部分を通して方向付けられる光の光路内の、前記ハウジングの
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透明材料と、
　をさらに備える、
ことを特徴とする請求項１に記載の走査型ファイバ・デバイス。
【請求項１０】
　走査型ファイバ・デバイスを使用する方法であって、
　前記走査型ファイバ・デバイスのアクチュエータ・チューブに電気信号を供給し、
　前記アクチュエータ・チューブに前記電気信号を供給するステップに応答して、前記走
査型ファイバ・デバイスの光ファイバのカンチレバー自由端部分の少なくとも一部分を前
記アクチュエータ・チューブ内で移動させ、
　前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分の自由端を通して光を方向付ける、
ステップを含むことを特徴とする方法。
【請求項１１】
　前記移動させるステップは、前記カンチレバー自由端部分の長さの少なくとも４分の１
を前記アクチュエータ・チューブ内で移動させるステップを含むことを特徴とする、請求
項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記移動させるステップは、前記カンチレバー自由端部分の前記長さの実質的に全てを
前記アクチュエータ・チューブ内で移動させるステップを含むことを特徴とする、請求項
１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記アクチュエータ・チューブの内径よりも大きい範囲にわたり前記光ファイバの前記
カンチレバー自由端部分の自由先端部を振動させるステップを含んだ、前記アクチュエー
タ・チューブの端部を越えて延びる前記カンチレバー自由端部分の自由先端部を移動させ
るステップをさらに含むことを特徴とする、請求項１０に記載の方法。
【請求項１４】
　前記移動させるステップは、前記光ファイバの前記カンチレバー自由端部分をその共振
周波数のＱ値内で振動させるステップを含み、前記移動させるステップは、前記光ファイ
バの前記カンチレバー自由端部分を、螺旋走査パターン、プロペラ走査パターン、ラスタ
走査パターン、及びリサジュー走査パターンから選択された走査パターンで移動させるス
テップを含むことを特徴とする、請求項１０に記載の方法。
【請求項１５】
　前記走査型ファイバ・デバイスを患者に挿入するステップをさらに含むことを特徴とす
る、請求項１０に記載の方法。
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